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郵政民営化委員会（第２５９回）議事録 
 
 

日 時：令和５年３月23日（木）13：30～15：31 

開催方法：Web会議 

出席者：山内委員長、関口委員長代理、青野委員、佐藤委員、関委員 

        （敬称略） 

    日本郵政株式会社 早川常務執行役、丹羽コンプライアンス統括部長、 

山下グループコンダクト統括室長 

日本郵便株式会社 根岸常務執行役員 

株式会社ゆうちょ銀行 加藤執行役 

株式会社かんぽ生命保険 大西常務執行役、木村執行役、松岡執行役員、 

樋口経営企画部みらいデザイン室長 

    金融庁 澤飯監督局郵便貯金・保険監督総括参事官 

総務省 小林情報流通行政局郵政行政部貯金保険課長 

 

○山内委員長 それでは、ただいまより「郵政民営化委員会（第259回）」を開催いたしま

す。 

 本日、委員５名中５名の出席をいただいておりますので、定足数を満たしております。 

 それでは、お手元の議事次第に従いまして議事を進めてまいります。初めに、「株式会

社かんぽ生命保険の子会社の認可申請について」でございます。令和５年２月16日に、か

んぽ生命保険から金融庁長官及び総務大臣に対しまして認可申請が出されました。２月17

日に、金融庁長官及び総務大臣から当委員会に意見の求めがございました。これを受けま

して、当委員会では、２月27日にかんぽ生命保険から御説明をいただいたところでござい

ますが、本日はかんぽ生命保険から補足的な説明をいただくこととなりました。 

 それでは、かんぽ生命保険の大西常務執行役から10分程度で御説明をお願いしたいと思

います。よろしくお願いいたします。 

○大西常務執行役 大西でございます。本日はよろしくお願いいたします。お手元の資料

でございますが、投資子会社における投資の枠組みについて御説明をさせていただきます。

これは、前回の２月27日の委員会における説明についての補足説明ということでさせてい

ただきたく存じます。 

 本件は、投資活動を通じて事業連携の可能性のある企業を探索する取組のため、本業と

の事業連携の可能性があり、かつ、成長が見込まれるベンチャー企業に限定して出資し、

一定期間保有後に売却して収益を得ることを予定しておりますので、運用目的の純投資の

枠に該当する旨、2023年２月27日の委員会で御説明を行いました。 

 一方で、出資後、十分な事業連携が見込まれ、当社の中長期的な企業価値の向上に資す

ると判断した出資先の株式については、ファンドから当社へ譲渡を受けまして、これを我々

が市場価格で買い受けまして、当社が継続保有をすることとしております。その場合、業

務提携の強化等の観点から、売却せずに継続保有することを目的とした株式投資となるた

め、これは当社としての政策投資の枠に該当いたします。 
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 こちらにつきまして、前回御説明が足りておらず、申し訳ございませんでした。本件に

つきまして、今回御説明をさせていただくものでございます。 

 私の説明は以上でございます。よろしくお願いいたします。 

○山内委員長 ありがとうございました。 

 今のお話にありましたように、前回、御説明いただいて、委員からの御質問等もござい

ましたので、今の補足的な御説明に至ったということかと思います。 

 それでは、質疑に入りたいと思います。ただいまの説明に対して御意見、御質問等がご

ざいましたら、御発言願いますが、どなたかいらっしゃいますか。 

 佐藤先生、どうぞ御発言ください。 

○佐藤委員 １点だけ質問させていただきます。 

 事業連携の可能性のある企業だけに出資を限定すると書いてありますけれども、そうい

う認識でよろしいのでしょうか。 

○大西常務執行役 御指摘のとおりでございます。事業連携の可能性がありまして、かつ、

成長が見込めるベンチャー企業に限定して出資をいたします。 

○山内委員長 佐藤委員、よろしいですか。 

○佐藤委員 承知いたしました。 

○山内委員長 そのほかに御発言の御希望はいらっしゃいますか。 

 関委員、どうぞ御発言ください。 

○関委員 前回のときには投資目的というのが割と前面に出ないで、もうちょっと社会貢

献型のようなお話があったのですが、今回は完全に投資をしっかりとするためにというこ

とで、前回の説明よりは現実的な形での枠組みだと捉えてよろしいのでしょうか。 

○大西常務執行役 そういった意味でファンドを通じての出資につきましては、まさに純

投資でございまして、これにつきましては、事業の連携の可能性があり、かつ、成長が見

込まれるベンチャー企業に限定して出資いたしますので、そういったように御理解いただ

いて結構かと思います。 

○関委員 前回もお聞きしたのですが、純投資をするに当たっての人材の確保及び案件を

どのように見つけてくるのかという手法について少し御説明いただいてよろしいでしょう

か。 

○大西常務執行役 まず、人材につきましては、既にこういった事業について経験がある

人材を確保しております。実績もある人間でございまして、そういった方々にファンドマ

ネージャーをしていただきたいと思いますし、経営の部分では、当社にもそういったベン

チャー出資をしていた経験のある人間がおりまして、この人間をこの会社の社長としたい

と思います。 

 そして、ソーシングにつきましては、様々な先を実際に既にいろいろ探しておりまして、

例えばベンチャー企業について、今の情報を収集している専用サービスの会社もございま

す。こういった会社から情報を得まして、例えばヘルスケア事業のベンチャー企業は現在
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1,200社ほど存在していると聞いておりますが、こういったところからいろいろヒアリング

等をしながら事業先を探していくということで考えております。 

○関委員 ありがとうございます。 

 前回の資料では、お客様の生活に寄り添うサービスの提供ということで、中期計画の抜

粋を見せていただいたのですが、今回、かなり投資に舵を切るということなので、中期計

画を書き直していくという状況でしょうか。 

○大西常務執行役 中期計画でもまさに事業連携の可能性のある企業ということでござい

ますので、その事業連携の内容というのはこの中期計画に書いてございますお客様に寄り

添うサービスを当社が行う上で、ここに事業連携が見込めるということでございますので、

そこはこういった投資の部分と両立させていきたいと考えております。 

○関委員 そうすると、今回のこれは矛盾しないで、かなりイクオリティーだと捉えれば

よろしいのでしょうか。 

○大西常務執行役 そのようにお考えいただければと存じます。 

○関委員 分かりました。ありがとうございます。 

○山内委員長 そのほかに御意見はございますか。よろしいでしょうか。 

 それでは、以上に加えて特段の御質問がないということであれば、御説明に対する質疑

をこれで終えたいと思います。かんぽ生命の皆様、本日はどうもありがとうございました。 

○大西常務執行役 ありがとうございました。失礼いたします。 

（かんぽ生命保険退室） 

○山内委員長 本件については事務局において２月20日から３月13日までの間、広く意見

募集を行いました。その結果を事務局から御説明いただきたいと思います。よろしくお願

いいたします。 

○吾郷次長 事務局次長の吾郷でございます。 

 かんぽ生命保険の投資子会社保有に関する郵政民営化委員会の調査審議に向けた意見募

集を２月20日から３月13日までの間に行いました。その結果、団体等から４件、個人から

２件の御意見をいただいており、賛成３件、反対１件、その他２件となっております。 

 提出された御意見を御紹介いたしますと、例えば日本郵政グループ労働組合からは、健

康増進、介護・相続等のお客さまの生活に寄り添うサービスの提供を通じて、お客さまに

より身近に感じていただくことにより信頼関係を構築し、保険商品の提供につながる可能

性もあると認識しているなどとして本件申請に賛同するという御意見。 

 それから、株式会社慶應イノベーション・イニシアティブからは、資金と事業基盤の提

供を通じてビジネスの橋渡しとなっていただき、技術や発明、イノベーションによる社会

課題の解決に貢献していただくことを期待するとの意見がございました。 

 資料につきましては、資料259-1-2のとおりでございます。今後の調査審議の御参考にし

ていただきますようお願いいたします。 

○山内委員長 ありがとうございました。 
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（金融庁、総務省入室） 

 引き続きまして、金融庁及び総務省から、認可申請案件に関する審査の状況について御

説明いただきまして、その後、質疑とさせていただこうと思います。金融庁、総務省から

それぞれ10分程度で続けて御説明をお願いいたします。 

○澤飯参事官 金融庁郵便貯金・保険監督総括参事官の澤飯と申します。本日は御説明の

機会を頂戴しまして、誠にありがとうございます。 

 それでは、時間もございますので、早速説明に入らせていただきます。資料259-1-3-1

を御覧いただければと思います。 

 表紙をおめくりいただきまして、まず、かんぽ生命さんから私どもにいただいておりま

す認可申請の概要につきまして、まず御説明を差し上げます。かんぽ生命からはベンチャ

ーキャピタル子会社を保有したいということで、この保有を通じて健康増進、介護、相続

等の社会課題の解決に資するような新たなサービスを顧客に提供する。これによってかん

ぽ生命自身を身近に感じていただき、お客様とのさらなる信頼関係を構築して、本業であ

る生命保険業と連動・好循環を目指していくと聞いております。 

 具体的には、ベンチャーキャピタル子会社で組成されるファンドからベンチャー企業に

出資をし、そのベンチャー企業が提供するサービスをお客様に提供する。このページの一

番下の箱の２つ目のポツでございますけれども、出資後は、郵便局におけるサービスの試

行実施等を通じて十分な事業連携が図られるということになった場合には、ベンチャーキ

ャピタル子会社からかんぽ生命のほうに株式を譲渡して継続保有する。それが難しいとい

うことであれば売却するといったことでお話を聞いております。 

 次の２ページを御覧いただければと思います。かんぽ生命が子会社を保有することにつ

いては、郵政民営化法上認可とされております。現在、認可申請を承っているところです

けれども、郵政民営化委員会の御意見を踏まえつつ、最終的に金融庁長官、総務大臣が審

査をしていくということになります。 

 その際の審査基準につきましても法律で定められておりまして、真ん中の茶色い箱でご

ざいますけれども、下線を２本引かせていただいております。審査基準のポイントが２つ

ございまして、１つは郵便保険会社と他の生命保険会社との適正な競争関係を阻害するお

それがないかどうか、もう１つは利用者への役務の適切な提供を阻害するおそれがないか

どうか、ということが規定されております。 

 また、その際、その下にあります２つの矢羽根にございます事情を考慮せよということ

も規定されておりまして、１つ目が、日本郵政が保有するかんぽ生命の議決権割合その他

他の生命保険会社との間の競争関係に及ぼす事情、もう１つが郵便保険会社の経営状況と

いうふうに定まっております。 

 それでは、この審査基準に照らして、私どもが今のところどういうふうに見ているかと

いうことを御説明したいと思います。そもそも民営化法において子会社保有が認可制とな

っているのは、かんぽ生命本体で行えない業務を潜脱的に行うということを禁止するため
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でございます。この点、本件は既にかんぽ生命本体で行える資産運用を子会社を通じて行

おうというものであり、問題はないものと考えております。 

 また、認可に当たって、今申し上げました２つの審査基準のうち、順に私どもの今のと

ころの見方を御説明差し上げたいと思います。 

 １つは他の生命保険会社との適正な競争関係についてでございますけれども、本件は、

今申し上げましたように、かんぽ生命本体で行える資産運用を子会社を通じて行おうとい

うものでございます。すなわち、新しい商品を開発したり、あるいは既存の商品を改定し

て、かんぽ生命が政府間接出資等を受けているという信用を背景とした直接的なシェア拡

大をもたらすといったものとは性質を異にすると思っております。 

 もちろんこの場合におきましても、予定利率などを通じて他社との競争関係に影響を及

ぼし得るとは思いますけれども、本件で想定されているファンドの規模感は、市場全体、

それから当社の運用規模全体と比較しましても、極めて小さい割合と言えると思いますし、

予定利率の変更等も行われないと聞いております。また、他の生命保険会社も既にベンチ

ャー企業への投資は実施しておりまして、こうしたところからも反発は出ないという形で

私どもは見込んでおります。 

 以上から、他の生命保険会社との適正な競争関係には問題ないと今のところ考えておる

ところでございます。 

 それから、２つ目のポイントは利用者への役務の適切な提供についてでございますけれ

ども、この際、私どもとしては見るポイントが２つあるのかなと思っております。１つは

子会社が業務をしっかり行える態勢を整備しているかどうか、もう１つはかんぽ生命がこ

の子会社を管理する態勢が整っているかどうか、という２つのポイントがあるかと思って

おります。 

 １つ目の子会社自体の態勢の整備の状況でございますけれども、まず、基幹人材となり

ます投資責任者につきましては、代表取締役で専任という形で置く。具体的には、かんぽ

生命の兄弟会社に当たる日本郵政キャピタルから実務経験者を採用すると聞いております。

そして、この投資責任者の下で投資先の調査モニタリング等を行う投資担当者を外部から

実務経験者を採用すると聞いております。 

 また、代表取締役社長につきましては、かんぽ生命と兼職の形で、ベンチャー投資や子

会社管理の経験・知見がある者を配置すると聞いております。 

 また、投資委員会において投資案件の決定を行う形を取ると聞いております。 

 また、管理担当の取締役は専任の形で子会社管理の経験がある者を配置すると聞いてお

ります。 

 また、管理部門のうち会計業務などの専門性を伴う業務につきましては、外部委託で対

応する。 

 他方、リスク管理につきましては、かんぽ生命の各部署と連携して対応する態勢を取っ

ていると聞いております。 
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 また、社内の各規定につきましては、コンサルティング会社や法律事務所等の外部の有

識者の知見を基に整備をしていきたいと聞いております。 

 また、投資部門第１線におけるリスク管理、コンプライアンスの対応状況については、

第２線であります管理部門が四半期毎にモニタリングを行って、かんぽ生命の担当部署に

報告をする体制を取っている。 

 また、内部監査につきましては、監査法人を活用して行っていきたいと聞いております。 

 こうしたことから、子会社自体においては一定の態勢の整備が図られているものと私ど

もは今のところ見ております。 

 また、かんぽ生命の子会社の管理態勢につきまして、子会社の投資委員会にはかんぽ生

命のオルタナティブ投資部がオブザーバー参加して助言を行うほか、この投資委員会の状

況をかんぽ生命のリスク管理委員会へ報告するとしております。 

 また、子会社から報告を受けたリスク管理、コンプライアンスの対応状況を基にかんぽ

生命の担当部署が支援を行うとしているほか、ファンド、投資先の財務状況等のモニタリ

ングはかんぽ生命のオルタナティブ投資部が直接四半期毎に行う形を取ると聞いておりま

す。 

 また、子会社に対する内部監査をかんぽ生命のほうで実施するということで、この子会

社を管理する態勢につきましても妥当なものと今のところ見ておりますので、全体として

利用者への役務の提供を阻害するおそれはないと、今のところ考えておるところでござい

ます。 

 金融庁からは以上でございます。 

○山内委員長 続けて、総務省からお願いいたします。 

○小林貯金保険課長 総務省の貯金保険課長の小林です。本日は御説明の機会をいただき

ましてありがとうございます。 

 資料259-1-3-2を御覧いただければと思います。おめくりいただきまして、１ページ目、

申請の概要及び法律の規定に基づく審査事項は、先ほど金融庁の澤飯参事官から御説明が

ありましたので、省かせていただきます。 

 おめくりいただきまして、２ページ目になります。各審査事項の論点例ということで挙

げさせていただいております。先ほど金融庁の澤飯参事官から民営化法の規定及び考慮事

項を御説明いただきましたが、金融庁さんはどちらかというと金融機関としてのかんぽ生

命ということに軸足を置いて審査されると承知していますが、私どももそういう観点はご

ざいますが、加えて、総務省の場合ですと、日本郵政株式会社法と日本郵便株式会社法と

いう特殊法人の法律を所管してございまして、それぞれの法律において郵便局ネットワー

クの維持や郵便局窓口での郵便・貯金・保険のサービスの提供を義務付けていますので、

郵便局ネットワークという観点やユニバーサルサービスという観点での審査の論点を加え

させていただいてございます。 
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 具体的には、１つ目の「他の生命保険会社との適正な競争関係を阻害するおそれがない

こと」という審査事項に関する論点でございます。（１）（２）（３）（４）と掲げさせ

ていただいてございますが、（１）の「かんぽ生命保険の株式処分に係る状況」と（２）

の「グループ内での不当な相互補助により役務を有利な条件で提供するおそれがないか」

という論点につきましては、先ほど金融庁の澤飯参事官から御説明があったことと重複し

ますので割愛させていただき、（３）の「郵便局ネットワークの利用及びその方法につい

て、競争上の地位を不当に有利にする要因がないか」という論点につきましては、投資先

とかんぽ生命保険との事業連携を通じて提供される付帯サービスに関しまして、同種のサ

ービスの提供のために郵便局ネットワーク利用を求める他の金融機関を阻害するおそれが

ないかどうかということを確認していきたいと考えております。 

 （４）は、セービングクローズでございます。 

 ２つ目の「利用者への役務の適切な提供を阻害するおそれがないこと」という審査事項

に関する論点でございます。先ほどの１つ目と同じように、（１）と（２）の論点につき

ましては、先ほど金融庁の澤飯参事官からも御説明のあったことと重複しますので割愛さ

せていただきまして、（３）の「ユニバーサルサービスをはじめとする郵便局におけるサ

ービスの提供の確保が阻害されるおそれがないか」という論点につきましては、子会社に

よる投資を通じた投資先とかんぽ生命保険との事業連携による付帯サービスを郵便局が御

案内するに際して、日本郵便とかんぽ生命との間での委託手数料の変動等、日本郵便の経

営に影響を与え、ユニバーサルサービスを含めた既存の役務の提供を阻害するおそれがな

いかについて確認していきたいと考えてございます。 

 （４）は、先ほどと同じようにセービングクローズでございます。 

 その次のページは参考ということで、金融庁さんと同じ規定でございます。 

 総務省からの説明は以上になります。よろしくお願いいたします。 

○山内委員長 ありがとうございました。 

 それでは、質疑に移りたいと思います。ただいまの説明について、御意見、御質問があ

りましたら、御発言の御希望をいただきましたら、こちらから指名させていただきます。

どなたかいらっしゃいますか。特によろしゅうございますか。 

 それでは、特段の質問はないということでございますので、質疑についてはこれで終了

とさせていただきます。金融庁、総務省の皆様、本日はどうもありがとうございました。 

○小林貯金保険課長 先生方、どうもありがとうございました。失礼します。 

○澤飯参事官 どうもありがとうございました。失礼します。 

（金融庁、総務省退室） 

○山内委員長 それでは、議事を進行させていただきます。 

 次に、意見書の取りまとめを行うために、論点整理として意見書の構成案を事務局に作

成していただいております。これについて事務局から説明をお願いしたいと思います。 

○吾郷次長 事務局次長の吾郷でございます。 
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 資料259-1-4を御覧いただけますでしょうか。かんぽ生命保険の子会社の認可申請につき

ましては、当委員会が平成18年12月、24年９月及び27年12月に取りまとめました所見に則

り、基本的には従前議論されてきた新規業務に関する論点に準じて取りまとめていく方向

かと存じますので、かんぽ生命保険の子会社保有につきまして、御覧いただいています資

料259-1-4のとおり、意見書の視点・構成を整理したところでございます。 

 中身を御覧いただきますと、１としまして、「基本的な観点」として「（１）利用者利

便の向上」「（２）適正な競争関係」「（３）経営状況」「（４）業務遂行能力・業務運

営態勢」を挙げております。 

 次に、２としまして、「所見に提示された準則の観点」を挙げておりまして、３といた

しまして、「申請に係る業務の認可に関する考え方」で、１の「基本的な観点」や２の「所

見に提示された準則の観点」を踏まえて委員会としての評価を記載するという構成でござ

います。 

 仮に新規業務の実施は適当という方向でまとめてほしいとの御判断で、留意事項がある

場合には３の（２）に記載する。そして、４の「その他」で、仮に実施は適当という方向

でフォローアップが必要という場合には、その旨も記載するということでございまして、

このような構成で整理してはいかがかということでございます。 

 御審議のほど、よろしくお願いいたします。 

○山内委員長 ありがとうございました。 

 本件につきましては、２月27日にかんぽ生命保険から御説明を受けまして、本日、かん

ぽ生命保険からの補足説明、そして意見募集の結果報告、関係省庁からのヒアリングを行

ったということでございます。今後、委員の皆様から御意見を伺いまして、今御説明いた

だいた論点整理にしたがって意見書を取りまとめることにしたいと思いますが、いかがで

ございましょう。よろしゅうございますか。 

（首肯する委員あり） 

○山内委員長 それでは、そのように取り運びたいとさせていただきます。 

（日本郵政グループ入室） 

 それでは、次の議題に入りたいと思います。次は、日本郵政グループのコンプライアン

ス遵守の状況でございます。これについて、日本郵政の早川常務執行役から20分程度で御

説明いただきたいと思います。 

○早川常務執行役 それでは、日本郵政株式会社常務執行役グループＣＣＯコンプライア

ンス責任者の早川でございます。日本郵政では、コンプライアンス統括部とグループコン

ダクト統括室を担当してございます。 

 私から、資料259-2によりまして、かんぽ生命の不適正募集問題後のガバナンス体制再構

築への取組状況と課題について御説明いたします。 
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 資料番号で今から申し上げます。右下にございます１ページでございますが、こちらは

本日の御説明事項でございます。主に２点ということで、ガバナンス態勢の問題点と取組

状況と課題というところで御説明申し上げます。 

 資料の２ページでございますけれども、かんぽ生命の不適正募集問題に係るガバナンス

態勢の問題点について御説明いたします。資料の３ページを御覧ください。かんぽ生命の

不適正募集問題に係るガバナンス態勢の問題点に関しましては、令和３年、2021年４月の

郵政民営化委員会の御意見における主な御指摘事項を踏まえまして、取り組むべき課題と

これらに対する主な取組を３点挙げております。 

 ３ページにおきましては、日本郵政グループのガバナンス態勢の再構築のための課題と

いうところでございまして、下線部にございますように、グループのガバナンス改革に徹

底的に取り組む必要があるとの御指摘をいただいております。この御指摘を踏まえまして

取り組むべき事項といたしましては、「（１）グループガバナンスの強化・徹底」という

ことでございまして、これに対する主な取組といたしまして、業務改善計画の着実な実行

というものを挙げております。 

 ４ページをお願いいたします。顧客本位・コンプライアンスを重視する健全な組織風土

の醸成といたしまして、下線部にありますように、日本郵政グループに関しましては、顧

客本位・コンプライアンスを重視する健全な組織風土の醸成に、経営陣、管理者、現場に

至るまでの全ての役職員が組織内の信頼関係の回復に努め、一丸となって取り組む必要が

あること、そのために経営陣が顧客本位の理念を明確な経営理念として確立し、それを実

質的なものとするため、できるだけ具体的な行動規範やマニュアル等で明確化し、それを

不断に見直していくことが必要である。その上で、あらゆる場面において顧客本位の行動

が徹底できるように適切な研修等を行い、全役職員の意識改革に取り組むべきであるとい

う御指摘をいただいております。 

 こうした御指摘を踏まえまして取り組むべき課題といたしましては、（２）の「顧客本

位・コンプライアンスを重視する健全な組織風土の醸成、経営理念等の明確化・浸透によ

る全社員の意識改革」というものを挙げさせていただいております。これに対する主な取

組といたしましては、グループコンダクト向上への取組ということになります。 

 続きまして、５ページを御覧ください。３点目でございますけれども、グループ会社間

の連携を含むグループ全体のガバナンス機能の抜本的な強化というものにつきまして、下

線部のとおり、グループ全体のガバナンス機能の抜本的強化が必要不可欠である。さらに

は、持株会社である日本郵政はグループ全体のガバナンスに責任を負うものであることを

改めて強く意識し、グループ内でのコンプライアンス確保が実質的に機能しているか否か

について絶えず確認し、必要な体制の強化、その他の適切な対応等を図ることが求められ

ること、さらには、このような体制が適切に機能するためにはグループ全体の風通しのよ

さが確保されることが極めて重要であり、顧客の苦情や社員の声が迅速に経営陣に届き、
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それが適時適切な改善プロセスにつながるように必要な仕組みを確立する必要があるとの

御指摘をいただいております。 

 これを踏まえまして取り組むべき課題としては、「グループコンプライアンス推進態勢

の更なる強化、お客さま・社員の声を迅速に経営陣に届け、改善に活かす仕組みの確立」

ということでございまして、主な取組としては、ここに掲げている３点でございます。 

 それでは、６ページ以降になりますけれども、各課題の取組状況につきまして、御説明

申し上げます。 

 １点目でございますが、グループガバナンスの強化・徹底に関しましては、先ほど申し

上げたとおり業務改善計画の着実な実行によって実施してまいりました。７ページを御覧

ください。こちらは今月15日に公表いたしました資料に含まれる図を簡略化したものでご

ざいます。業務改善計画における主要施策の概要を示したものでございます。左半分は適

正な営業推進態勢の確立、すなわちお客様本位の販売の定着を目的とした主な施策の体系

でございまして、右半分はいわゆる第１線から第３線までにおけるチェック・統制により

まして、募集管理態勢の強化を図るお客様の御意向に沿わない契約の未然防止を図るとい

うものでございます。 

 このように適正な営業推進態勢の確立と募集管理態勢の強化の充実を図りながら、下の

ほうにございますように、取締役会等によるガバナンス強化によりまして、施策の着実な

実施と定着を図っているというものでございます。 

 ８ページをお願いいたします。業務改善計画の実施状況についてですが、経緯につきま

してはもう御案内のとおりかと存じますけれども、2019年に発覚しましたかんぽ生命保険

の不適正募集問題に対しまして、2019年12月18日に特別調査委員会の報告がございました。

12月27日には総務省、金融庁から業務改善命令を受け、これらに従い、業務改善計画の策

定と四半期ごとの進捗状況の報告を行っているというところでございます。直近の報告は

2023年３月15日でございまして、公表も行っております。 

 また、業務改善計画の進捗状況に関しましても、外部の第三者でございますＪＰ改革実

行委員会による定期的な評価等を受けまして、評価結果等も公表してございます。 

 この業務改善計画につきましては、不適正募集問題を契機に実行しているものでござい

ますが、不適正募集問題の対応のみならず、グループ全体のガバナンスの強化・徹底にも

つながる包括的な施策の集合体と認識してございます。今回の御説明事項に関連して、グ

ループガバナンス強化に向けた主な施策の進捗状況に関しましては、３月15日の公表内容

から抽出して一覧表にしてございます。項目で申し上げますと、次の９ページにかけての

（１）から（４）までの４項目になります。 

 まず、（１）でございますけれども、経営理念を浸透させるための態勢整備と各種施策

を着実に実行させるためのガバナンスの抜本的な強化ということでございまして、こちら

はトップメッセージの発出でございます。信頼回復の過程において2020年９月の信頼回復

に向けた業務運営、すなわちおわびをするための信頼回復に向けた業務運営の開始に併せ
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て、「お客さまの信頼回復に向けた約束」を公表するとともに、グループ４社の社長のト

ップメッセージの発出を行っているところでございます。また、後ほど御説明申し上げま

すグループの統一的な企業行動基準でございます「ＪＰ行動宣言」を2022年７月から策定

し、運用を開始しておりますが、これに併せてトップメッセージの動画を発出していると

ころでございます。 

 ②の経営理念の浸透のための取組といたしましては、ハンドブックの配布や改訂版の配

布、ビデオメッセージの視聴などによる周知を図っているところでございます。 

 グループの経営理念に関しましては、御参考のためにこのページの一番下に記載をさせ

ていただいております。 

 ９ページを御覧いただけますでしょうか。ガバナンス機能の発揮につきましてですが、

「連絡会の新設・充実」として、グループ会社間の連携強化のために2020年度にグループ

コンプライアンス委員会、その他の各種委員会、連絡会を引き続き開催し、その状況を経

営会議等で報告しております。 

 また、②の「『グループ運営会議』の強化」に関しましてですけれども、グループ各社

の社長、副社長等の経営陣が経営状況を見ながらお客様の声や社員の声の状況、ＳＮＳ上

の投稿等のデータの分析結果等といった情報を踏まえまして、グループの重要課題に関し

まして情報の共有を図り、議論をしていくというものでございます。 

 （３）の「監査部門の機能の強化」でございますけれども、①の「事業子会社へのオン

サイトモニタリングの実施等」は、日本郵政の監査部門がフロントラインである郵便局等

に対してアンケートを実施して、訪問してヒアリングを行うなどのオンサイトモニタリン

グを実施しているというものでございます。また、その結果等に関しましては、②のグル

ープ内部監査連絡会議等に報告を行うことによって全体の機能強化を図っているというと

ころでございます。 

 （４）の「グループコンプライアンス機能の強化」に関しましては、不適正募集問題に

関する特別調査委員会から日本郵政グループにおいて不適正募集に係る情報を現場から吸

い上げる内部通報制度が機能していなかったことについて指摘を受けまして、募集コンプ

ライアンスに特化した通報制度の設置と通報内容の詳細についての定期報告を提言として

いただいております。この提言を踏まえまして、①のとおり、内部通報窓口の利用状況に

ついては、月次で開催しておりますグループコンプライアンス委員会において報告をして

おりますし、グループ各社間で情報共有を行っているというところでございます。 

 また、②のとおり、2020年３月に不適正金融営業通報窓口、こちらは不適正金融営業を

対象とする専門の社外窓口でございますが、こちらも運用を継続しまして、グループコン

プライアンス委員会等においてこの運用状況を報告しているというところでございます。 

 10ページを御覧ください。特別調査委員会からは、改善策の実施に関しましては、外部

専門家から構成された第三者検証機関のモニタリングを受けることが望ましいとの提言を

受けておりました。この提言を踏まえ、（１）にございます2020年４月には、外部専門家、
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有識者から構成されるＪＰ改革実行委員会を設置しまして、日本郵政グループの信頼回復

に向けた各種取組で不適正募集の再発防止策、グループガバナンス、コンプライアンスの

体制の強化等につきまして、有効性・十分性を検証いただきました。 

 （２）にございますように、21年12月の第13回ＪＰ改革実行委員会におきまして、業務

改善計画の進捗状況に関する御評価をいただきまして、まず、全般の進捗状況に関しまし

ては、おおむね計画どおり順調に進捗しており、かんぽ生命保険商品の不適正募集問題に

係る定常的な施策に関しては、ほぼ全て実施済みの状態となるめどがついたという意味で

一定の区切りの段階に至ったと評価できるとの評価をいただいております。 

 次に、②の「今後への期待・要望」として、新しいかんぽ営業体制構築後もＰＤＣＡが

回り、業務改善計画の定める主要な施策の実効性が一定程度期待できるものと考えるとい

う御指摘をいただいております。 

 以上のように、グループガバナンスの強化・徹底につきましては、業務改善計画の着実

な実行、とりわけグループガバナンス評価に向けました主な施策を着実に実施して、外部

有識者の検証・評価をいただきながら、グループガバナンスの強化を着実に進めてきたと

いうところでございます。 

 それでは、大きな柱の２点目でございますけれども、11ページを御覧ください。２点目

の「顧客本位・コンプライアンスを重視する健全な組織風土の醸成、経営理念等の明確化・

浸透による全社員の意識改革」でございますが、こちらは先ほど申し上げたとおりグルー

プコンダクト向上への取組が主な取組となります。 

 12ページを御覧ください。グループコンダクト向上への取組に関しましては、３点ござ

いまして、グループコンダクト統括室の設置というものでございます。第８回ＪＰ改革実

行委員会の報告におきまして、日本郵政の役割として現行の複線的なレポーティングライ

ンを確保しつつ、子会社からのリスク情報を第一次的に受け付け、日本郵政の経営陣に対

する報告及び関係部署との共有等を迅速に行う機能及び態勢を整備することが必要である

旨の提言を受けました。この提言を踏まえまして、２つの目的を設定しているところでご

ざいます。 

 １点目が、事業子会社からのリスク情報の受け手として一元的に対応する機能を整備し、

責任部署を明確化することでございます。 

 ２点目は、グループ全体の企業価値が毀損されるおそれのあるリスク事象の集約・分析・

報告態勢を整備し、グループ統制強化及び危機管理対応を高度化するというものでござい

ます。 

 ２点目でございますけれども、グループコンダクト向上への取組でございますけれども、

ここではグループコンダクト統括室が担当部署となり、実施しているグループコンダクト

向上への主要な取組として４つを掲げております。 

 （１）でございますが、先ほど御説明申し上げました「ＪＰ行動宣言」の推進と浸透で

ございます。 
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 （２）でございますけれども、「グループコンダクト向上計画の策定」ということでご

ざいまして、こちらは「ＪＰ行動宣言」の推進・浸透に向けた個の取組を組織のカルチャ

ー、すなわち企業カルチャーに昇華させるため、2023年３月にグループコンダクト向上計

画を策定し、来月４月から実施予定というところでございます。これは後ほど詳しく御説

明申し上げます。 

 （３）は、事業子会社のミスコンダクト事象、すなわち「ＪＰ行動宣言」に反する行為

など、これには社会規範に悖る行為や商慣習や市場慣行に反する行為、さらには利用者の

視点の欠如した行為、その他グループへの社会的な期待に反する行為などを広く含むもの

でございますが、こういった事象を把握し、日本郵政の経営幹部に報告し、関連部署にも

迅速に連携する態勢を構築し、運用の高度化を図っているというところでございます。 

 （４）でございますが、お客様の声・社員の声につきましては、ＡＩ等を活用してグル

ープのミスコンダクト事象等を独自に検知し、日本郵政の経営幹部に報告するというもの

でございますが、こちらも３つ目の柱で御説明させていただきます。 

 ３の「グループコンダクト向上への取組み等に対する外部有識者による第三者の助言等

の状況」でございますけれども、１つ目のチェックマークにございますように、グループ

コンダクトを向上させる取組につきまして、外部有識者から助言を受けて改善等に取り組

むため、2022年４月にグループコンダクト向上委員会を設置し、2022年度にはおおむね四

半期に一回の割合で開催をいたしました。 

 ３つ目のチェックマークにございますように、グループコンダクト向上委員会の助言等

の主な対象に関しましては、２点ございまして、１つ目がステークホルダーの期待に応え

る行動をしていくための取組として「ＪＰ行動宣言」の推進・浸透策等が含まれてござい

ます。もう一つが、ステークホルダーの期待に反する事象への対応を高度化するための取

組として、グループ内部通報制度等の改善、こちらは後ほど詳しく御説明申し上げます。 

 さらには、クライシス事象対応態勢の構築などが含まれます。このうち、クライシス事

象対応態勢の構築と申しますのは、グループの企業価値を大きく毀損する事態に発展する

可能性のある事象を「クライシス事象」と定めまして、グループ会社においてクライシス

事象が生じていないかどうかを把握し、日本郵政の経営陣に報告し、クライシス事象につ

いて適切な対応がなされているかどうかなどを検討し、指導、勧告、助言等を行う態勢を

構築するというものでございます。 

 それでは、グループコンダクト向上の主な取組である「ＪＰ行動宣言」の推進・浸透と

グループコンダクト向上の計画の策定に関しまして、御説明いたします。13ページをお願

いいたします。 

 「ＪＰ行動宣言」につきましては、グループの全社員・役員がお客様や地域、社会の皆

様などのステークホルダーに信頼されるグループとして成長していくために、一人一人が

どのように行動していくべきかを自発的に考え、日々の業務の中で自分の行動を見つめ直

す際の指針となるグループ統一の企業行動基準でございます。これを策定いたしまして、
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昨年2022年７月４日から運用を開始しているところでございます。かんぽ生命の不適正募

集問題のようなグループの経営理念の精神に反する行為によりましてグループ全体の信用

を損なうような事態が発生したということを踏まえまして、2021年度までにお客様からの

信頼を取り戻すべく、グループを挙げて取り組んでまいりましたが、2022年度からはお客

様からの信頼を高め、広げていくというフェーズにあると認識しております。 

 また、2022年度は中期経営計画「ＪＰビジョン2025」の２年目でございまして、新しい

かんぽ営業体制が始動するなど、日本郵政グループがお客様に信頼されるグループとして

成長していくために非常に重要な年であると認識してございます。このような時期である

ことも踏まえまして、グループの全社員・役員がお客様や地域の皆様の御期待に応える行

動をしていくことを端的に表現した「ＪＰ行動宣言」というものを実践しまして、お客様

や地域、社会の皆様の信頼を得て、中期経営計画の達成やグループ経営理念の実現を目指

してグループ全体で推進・浸透を進めてきたというところでございます。 

 「ＪＰ行動宣言」の内容に関しましては、赤囲みにある簡潔で覚えやすいフレーズとな

っております。各フレーズの趣旨は下半分に記載してございますので、省略させていただ

きます。 

 14ページを御覧ください。先ほども御説明いたしましたとおり、「ＪＰ行動宣言」に関

しましては、昨年７月から推進・浸透に取り組んでいるところでございますが、グループ

会社における「ＪＰ行動宣言」の推進・浸透策の取組状況につきましては、下にトップダ

ウン、ミドルアップダウン、ボトムアップという観点で分けて記載をしているところでご

ざいます。「ＪＰ行動宣言」は、グループの全社員・役員が実践するものでございますが、

中でも多くの社員を束ねるミドル層の立場にある社員は、部下の模範となり、あるべき行

動の浸透に努めるなどの役割と責任を負ってございまして、ミドル層に対して「ＪＰ行動

宣言」を推進し、浸透させるということが非常に重要であると認識しております。 

 また、グループコンダクト向上委員会においても、「ＪＰ行動宣言」の推進・浸透策の

取組としては、ミドルアップダウン、すなわちミドル層が現場の声を把握して経営に提言

をし、他方で経営陣の意向を分かりやすく現場に伝える役割を負うことと、そのことの重

要性という指摘を受けております。そのため、ミドルアップダウンにつきまして、資料の

２つ目のポツでございますが、日本郵政の取組としてグループ各社のミドル層で構成する

チームを設けて、グループ横断的な取組を展開してきたというものでございます。 

 ボトムアップの欄にございますけれども、各社で既存のコミュニケーションや意見交換

の際に「ＪＰ行動宣言」をコンテンツとして取り入れていただいておりまして、コミュニ

ケーションのツールとして活用することによって職場のコミュニケーションの活性化にも

つながるものと考えております。 

 15ページをお願いいたします。2022年度の「ＪＰ行動宣言」の推進・浸透策は主に一人

一人の言わば個が中心となっていた取組を組織のカルチャー、すなわち企業カルチャーに

昇華させるため、2023年３月にグループコンダクト向上計画として2023年度から25年度ま
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での３か年の計画を策定いたしました。下に書かれている３つのポイントを踏まえ実施す

ることとなっております。この６つのポイントに関しまして、グループコンダクト向上委

員からも御指摘を受けて策定しているものでございます。 

 このうち、⑥の「浸透の確認」というものでございますけれども、資料には記載してお

りませんが、グループコンダクト向上委員会の助言を踏まえ、「ＪＰ行動宣言」の推進・

浸透度を評価するために、各年度にお客様、地域社会、社員という３つの観点でＫＧＩ、

キーゴールインディケーター（Key Goal Indicator）を定めることといたしまして、例え

ばお客様につきましては、定性的なＫＧＩはお客様本位の良質なサービスの提供、定量的

なＫＧＩを年間のＮＰＳ、ネットプロモータースコアといたしまして、コールセンターの

応答率を期中のモニタリング指標として、計画全体の進捗状況や効果についてグループコ

ンダクト向上委員会に報告し、評価をいただくこととなっております。 

 不適正募集の背景事情といたしまして、上意下達の組織風土が背景事情となっていると

の御指摘をいただいております。これはルールベースで業務遂行を求められてきたという

ことの影響があると考えておりまして、社員一人一人がプリンシプルベースでの主体的な

判断を行う点にはまだまだ課題があると認識してございます。 

 グループガバナンスやコンプライアンスの観点からあるべき企業カルチャーといたしま

しては、各社の事業内容や職場特性が異なる中であったとしても、社員や役員がやりがい

と誇りを持って安心・安全に仕事に取り組むことができる風通しのよい心理的安全性の確

保された職場環境が形成されることであると考えております。これによって生産性の高い

事業活動が生み出され、ひいてはグループの企業価値向上に資するものと考えております。 

 この３か年の計画に関しましては、１年目の2023年度を企業カルチャー改革に着目した

取組を導入するフェーズと位置づけまして、社員、役員一人一人がお客様のため、社会の

ため、社員のために行動することは当然のことであること、さらには「ＪＰ行動宣言」に

基づく行動は評価されるべきものとの認識を共有しまして、その認識が組織全体にしっか

りと根づくための土台の形成をしてまいります。 

 ２年目に関しまして、24年度になりますけれども、企業カルチャー改革を充実段階に移

行させるフェーズと位置づけ、社員、役員一人一人がプリンシプルベースに基づく主体的

な行動を取ることによって組織の行動に変容をもたらすための意識改革に取り組みます。 

 ３年目の25年度でございますが、企業カルチャー改革を評価・検証いたしまして、さら

なる高みを目指すフェーズと位置づけまして、企業カルチャー改革の６つのポイントに基

づく各種施策について評価・検証を行い、さらなる改善策を検討してまいります。 

 ３か年度の計画になっておりますが、これらに関しましては、３か年度にとどまること

なく今後も継続的に行うというものでございますが、これらを前提といたしまして、グル

ープコンダクト向上委員会による評価をいただくとともに、会社としても自ら定性・定量

の両面から効果を検証し、次年度の計画の策定・見直しを行うというＰＤＣＡを着実に実

施してまいりたいと考えております。 
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 16ページをお願いいたします。３つ目の取り組むべき課題としての「グループコンプラ

イアンス推進態勢の更なる強化、お客さま・社員の声を迅速に経営陣に届け、改善に活か

す仕組みの確立」に関する主な取組といたしまして、３点を掲げております。 

 １点目ですけれども、17ページを御覧ください。「グループコンプライアンス推進態勢

の更なる強化」について、主要な取組を３つ説明いたします。 

 １つ目は、潜在リスクを含むリスクベースのコンプライアンス推進態勢の強化でござい

ます。これは不適正募集問題発覚以降、コンプライアンス部門として潜在リスクへの対応

を踏まえたリスクベースのグループ推進体制のさらなる強化に努めてきたものでございま

す。具体的に申し上げますと、21年度以降、コンダクトリスク、お客様の声、社員の声を

関係部から連携を受けまして、潜在リスク、こちらはグループ各社において伏在している

リスク事象がほかでも広範囲で生じている可能性があり、対策を講じなければ顕在化する

可能性が相当程度存在するもの考えるという位置づけのものでございますが、これをコン

プライアンスリスクの予兆を端緒として前広に探知し、その情報を分析・活用し、さらに

は各社において顕在化を防止するための支援を持株会社でも行うなど、グループのコンプ

ライアンス推進態勢を強化してまいりました。 

 ２つ目は、2022年、今年度の下半期になりますけれども、グループコンプライアンス戦

略室というものを新設してございます。2022年10月、ＣＣＯの私の下でグループ共通のコ

ンプライアンスに関する重要課題に対しまして、企業価値の向上につながる攻めの戦略的

視点を持って企画立案、総合調整等を専門的に行うグループコンプライアンス戦略室をコ

ンプライアンス統括部内に新設し、グループの潜在リスクの実態把握、分析、顕在化防止

に向けた支援等の実施、１線部署と連携し、適切なルールの策定等を行うなど、新規事業

の推進等のサポートということでございます。ステークホルダー等に対する適時適切な取

組内容等の開示による事業価値の向上への貢献に取り組んでまいったというものでござい

ます。 

 資料には記載してございませんけれども、2023年度以降の中期的なグループコンプライ

アンス推進の目的に関しましては、真のコンプライアンス経営、すなわちお客様を含むス

テークホルダーや社会、地域の皆様から信頼されるグループの経営理念等の実現や持続的

な成長の基礎となる経営基盤を確立し、企業価値の向上を目指すコンプライアンス経営と

考えておりますけれども、全体最適の観点から、お客様と向き合うフロントの社員をはじ

めとする社員等がやりがいと誇りを持って安心・安全に取り組める風通しのいい心理的安

全性の確保された職場環境が形成され、グループコンダクトと同じような目的になってお

りますけれども、コンプライアンスが正しく自分事として自発的に実践される状況を目指

すべき姿として設定しまして、現状とのギャップを埋めていくということを目標として設

置してございます。 

 先ほどのグループコンダクト向上計画を実行し、「ＪＰ行動宣言」を実践することは、

必然的にコンプライアンスの実践にもつながるものと考えているところでございます。 
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 ３つ目は、コンプライアンス経営の推進状況の適切な開示による企業価値の向上への貢

献でございます。グループのコンプライアンス経営の推進状況・成果等をステークホルダ

ーを含む外部に訴求することを通じまして、グループの企業価値向上への貢献に努めてお

ります。 

 18ページを御覧ください。非常に細かい字で大変恐縮なのですけれども、こちらは2023

年２月に行いました、グループコンプライアンスの取組実績等に関する日本郵政のホーム

ページ上での開示内容でございます。右半分のグループ各社のコンプライアンス体制の下

に「コンプライアンス態勢」、「コンプライアンス違反への対応」という項目がございま

す。一覧表の上にございますが、2020年度以降、お客様に特に御迷惑をおかけした重大な

コンプライアンス違反事案の主な類型に関しまして、グループ全体の件数を取組とともに

開示しております。一覧表の上段が「配達すべき郵便物等を配達しなかった事案」、すな

わち郵便物を窃取するなどして配達しなかった事案等でございまして、20年度17件、21年

度13件、22年度は第３四半期末の数字でございますが、７件でございまして、減少傾向に

はございます。括弧内は、内数として受託者による件数を示しているものでございます。 

 一覧表の下段でございますが、「お客さまの財産に被害を与えた事案」に関しましては、

例えば郵便局の社員がお客様からお預かりした現金を横領した事案やお客様にうそをつい

て現金をだまし取った事案などが含まれますが、件数は2020年度が12件、21年度８件、22

年度第３四半期までで４件となってございまして、こちらも減少傾向にはございます。同

様に括弧内は内数として受託者による件数を示しているところでございます。 

 グループ全体のコンプライアンス分野におきましては、各社の事業内容等も異なる中で、

お客様に不利益を及ぼす犯罪に該当するような重大な事案から手続上の過誤、ミスのよう

なものまで幅広く含まれてございます。郵便物の放棄・隠匿やお客様からお預かりした現

金の横領等の犯罪に該当する重要なコンプライアンス違反については、当然に撲滅するこ

とを目標としております。先ほど御説明申し上げましたように、潜在リスクを含むリスク

ベースのコンプライアンス推進態勢の強化に努めてまいりましたが、2022年度下半期には

グループコンプライアンス戦略室を設置して以降、持株会社である日本郵政といたしまし

ては、グループ全体に影響を及ぼすおそれのあるコンプライアンス領域のグループの重要

なコンプライアンスリスクに関しまして、このリスクの低減策を講じるという点に重点を

移しつつあるというものでございます。 

 コンプライアンス分野に関しましては、これまで主に事案の発覚の件数などがコンプラ

イアンスの取組の効果の着眼点になっていた面もございますが、2023年度以降、コンプラ

イアンス分野の施策の効果測定を客観的に行うという観点から、必要に応じまして、ＫＧ

Ｉや指標となるＫＲＩ、キーリスクインディケーターを定め、分析やリスクの低減につな

がるアクションを行い、リスク低減効果をＫＲＩの推移を見て確認するというコンプライ

アンスリスク管理の高度化に努めてまいりたいと考えております。 
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 19ページを御覧ください。２つ目の主な取組でありますグループ内部通報制度等の改善

への取組でございますが、こちらは2020年９月のＪＰ改革実行委員会に検証を依頼しまし

て、第８回検証において検証報告書を受領いたしました。この指摘、提言等を踏まえまし

て、改善計画を策定し、実施してまいりました。これまでの改善計画の実施に関しまして

は、（１）の21年４月までのマインド形成・信頼回復フェーズとして、規程類の改定等に

よる通報者保護の徹底を図るとともに、これは通報の捉え方に関する共通認識ということ

でございまして、社員の声は財産であり、声を上げる、スピークアップする社員も財産で

あるというトップメッセージを発出することで、声を上げることの重要性というものをグ

ループ全体で共有するということに努めてまいったところでございます。 

 （２）の21年９月までの社員による利便性向上を目的とした第２フェーズでは、主要な

改善策として「外部専門チームの導入」と「ワンストップ相談・通報プラットフォームの

導入」という仕組みを取り入れたというものでございます。外部専門チームというのは、

チェックマークの１つ目にございますように、社外窓口への通報の受付調査、調査結果報

告などの全ての過程を外部の弁護士等から構成されるチームに委託する点と、チェックマ

ークの２つ目にございますように、調査の客観性・公正性を確保し、通報情報を会社側に

原則として一切共有せず、社員が関わらない調査スキームとすることで通報者保護の徹底

を図り、通報の心理的なハードルを下げるというものでございます。 

 ②の「ワンストップ相談・通報プラットフォーム」というものにつきましては、各種相

談・通報窓口への相談・通報がそれまで様々な形で周知されておりまして、一元的に把握

することが困難であったという状況がございましたが、これを一元的に受け付けるポータ

ルサイトでございまして、社員がそのポータルサイトから入りまして、どの窓口にどのよ

うな通報や相談を行うことができるか、画面上の案内に従って選択をしていくことで最適

な窓口にたどり着くというものでございます。 

 21年９月以降の第３フェーズというのが中長期的検討フェーズとして、通報情報の分析、

経営への活用、窓口担当者のスキル向上、新たな第三者評価の仕組みの導入などに取り組

むフェーズとなってございます。 

 20ページでございますが、先ほどの外部専門チームの仕組みに関して図示をしたもので

ございますが、従前は社外で受け付けた通報は社内に共有し、調査は社内で実施してござ

いましたけれども、対応を基本的に全て社外の専門チームに委ねることで通報者保護の徹

底や調査の客観性・公正性を確保するというものでございます。こうした仕組みは外部の

専門家からも日本有数の先進的な仕組みであるとの評価をいただいているところでござい

ます。 

 21ページを御覧ください。現在、第３フェーズにございますけれども、内部通報制度と

ハラスメント相談制度につきまして、取組状況の概要を四角囲みに記載してございます。

グループ全体の自浄作用の向上を図るために、当面は通報等をして社員からもたらされる
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情報に関しまして、質よりも量に着目し、より多くの社員が安心して利用できる制度とし

て機能させるべく、グループ全体の改善に向けた積極的な取組を実施しております。 

 上の四角の３点目でございますが、今後は、中長期的には職場の自浄作用が向上するこ

とによって職場のレポーティングラインと内部通報制度等の双方のルートで社員の声が寄

せられることになり、職場のレポーティングラインが自浄作用を備えた組織として十分に

機能するという段階を目指していくというビジョンを描いてございます。 

 22ページと23ページを御覧ください。グループ内部通報制度の改善の取組に関しまして、

これもホームページの記載内容でございますが、字が小さくて大変恐縮でございますけれ

ども、昨年の９月以降、日本郵政のホームページ上で取組内容と利用実績の開示の範囲を

段階的に拡大してきております。内部通報の件数で申し上げますと、23ページになります

けれども、グループ全体と各社における社内窓口・社外窓口の内訳を記載しております。

下から３番目にグループ全体の件数がございますけれども、かんぽ生命の不適正募集問題

が発覚した2019年度が2,083件、20年度が2,006件、21年度が2,302件、22年度は第３四半期

までに2,881件となってございまして、既に第３四半期の時点で前年度を超えてございまし

て、年間で約3,800件をさらに超過するという見込みでございます。前年度の1.6倍以上に

なるかと思います。 

 22年度においては、より多くの社員に安心して利用できる制度とするために改善を進め

てまいりましたが、資料には記載がございませんけれども、月次・四半期で通報率、すな

わち通報件数を社員数で割った数字を指標として把握しております。内部通報制度の運用

の実務上、年間で社員・従業員100名当たりにつき１件の通報があること、すなわち通報率

が１％に達していることが内部通報制度が機能していると評価できる指標とされることが

ございます。この通報率に関しましては、21年度は0.6％でございましたけれども、22年度

はグループ全体の通報率は、社員による制度の利用が進んだことによりまして１％を超え

るという見通しでございます。 

 これまでのところ、社員による制度の利用が着実に進みつつあるものと考えております

が、今後は個別の通報や相談に対して丁寧かつ迅速、的確に対応するとともに、自浄作用

のさらなる向上につなげることが課題であると認識しております。 

 そして、23年度以降でございますけれども、通報件数の推移を注視しつつも、内部通報

制度についての組織の自浄作用の発揮という観点から、例えば通報を受け付けた件数のう

ち調査を実施した件数の割合であるとか、是正措置に至った割合、また、対応の迅速性と

いう観点からは、通報を受け付けてから対応を終了するまでの平均日数などをＫＰＩとし

て定めた上でモニタリングを行い、効果を検証することなどを通じまして、ＰＤＣＡを回

していきたいと考えているところでございます。 

 最後の24ページでございますが、主な取組の３つ目の「お客さまの声・社員の声をＡＩ

等を活用して検知して経営陣に届け、改善に活かす仕組みの確立と運用」でございます。

まず、お客様の声につきましては、各社のＣＳ部門におきまして、一つ一つ内容を精査し、
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対応すべきものは迅速な対応に努めてございます。社員の声も同様でございまして、日本

郵政の関連部署に関しても、事業子会社において把握したものについては適宜連携されて

いるものと認識してございます。 

 このことを前提といたしまして、日本郵政としても当社及び事業子会社で発生している

グループの企業価値を大きく毀損する事象がないかなどにつきまして、迅速かつ網羅的に

把握するために、１つ目の矢羽根にございますようにグループコンダクト統括室にグルー

プに寄せられるお客様の声と社員の声をＡＩ等で分析して活用するために、日本郵政の社

内の各部、日本郵便のＣＳ部門からの兼務者で構成されるプロジェクトチームを2022年４

月に設置しまして、日本郵便のＣＳ部門のニーズ等を踏まえまして、ＡＩモデルを検討・

策定して運用に移してきているところでございます。 

 下半分でございますけれども、運用しているＡＩモデルのうち、主にリスク検知やミス

コンダクト事象など、コンプライアンスの部門に近しい事象を把握するといったモデルに

関しまして、３つ記載してございます。 

 １つ目の「ミスコンダクト事象検知モデル」は、グループに寄せられた膨大な声がミス

コンダクト事象を検知、分析結果を各種会議体等に報告する。さらに改善が必要な事象は、

事業子会社を通じて改善を実施する体制を構築するとともに、持株会社としても取組状況

をフォローしているところでございます。 

 ２つ目の「リスク検知高度化モデル」というものは、過去のリスク顕在化報告の内容を

分析し、将来的に重大な事故や不祥事につながるような事象が報告されているかどうか、

漏れがないかどうかを把握し、それらの事象を検知した場合、各種会議体や関係部へフィ

ードバックし、気づきや改善を促すことで潜在的なリスクの報告漏れ抑止等に活用してい

るものでございます。 

 ３つ目の「コンプライアンス調査検知モデル」でございますが、お客様の声からコンプ

ライアンス調査が必要と思われる声を検知・抽出して、各社でコンプライアンス調査が実

施されているかなどの対応状況を確認するものでございます。今のところ、調査に関して

は漏れはございませんでした。 

 このように、お客様の声と社員の声につきましては、日本郵政として膨大な数の声から

ＡＩ等を活用しまして、網羅性・迅速性を確保することによってグループの企業価値を大

きく毀損する事象がないかなどについて、リスク検知等の把握に努めてございます。 

 ただいま御説明いたしましたように、かんぽ生命の不適正募集問題を契機とするガバナ

ンス態勢再構築のプロセスを改めて時系列で振り返りますと、特別調査委員会の報告書を

2019年12月に受領してから、12月27日に業務改善命令を受けまして、2020年１月末に業務

改善計画を提出・公表いたしました。その後、2020年度と21年度の２年間におきまして、

ＪＰ改革実行委員会による検証・評価等をいただきながら、業務改善計画の着実な実行を

進めまして、信頼回復に取り組みました。 
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 2022年度は新しいかんぽ営業体制に移行するとともに、グループ全体としても中期経営

計画の２年目の年ということで業務改善計画の着実な実行を継続することによりまして、

グループガバナンスの強化に取り組むとともに、これを基礎としながら、持株会社である

日本郵政としてはお客様の声のＡＩ等による分析や内部通報制度等を利用しました社員か

ら寄せられる声などを通じまして、事業子会社におけるリスク事象を早期かつ網羅的に把

握し、対応するという態勢を強化しているところでございます。 

 また、ソフト面におきましても、グループの経営理念の実現を目指し、グループ統一の

行動基準である「ＪＰ行動宣言」の推進・浸透を図ることで、全社員・役員の一人一人が

主体的に経営理念に沿った行動を取ることができるよう努めてまいりました。 

 2023年度はこうした仕組みが有効に機能しているか否かを可能な限りＫＧＩ、ＫＰＩ等

を定めて、その指標となる数値を定期的に確認・検証しながらＰＤＣＡを回し、さらなる

改善に努めてまいりたいと考えております。 

 長くなりまして大変恐縮ですが、資料の説明は以上でございます。 

○山内委員長 ありがとうございました。 

 それでは、御説明いただきました郵政グループのコンプライアンス遵守の状況につきま

して、皆さんから御意見、御質問を受けたいと思います。御発言を御希望の方は、手挙げ

でも結構でございますので、私にお知らせいただければと思いますが、いかがでございま

しょう。 

 関委員、どうぞ。 

○関委員 詳しい説明をいただきましてありがとうございました。私から３つぐらいの論

点で御質問と意見交換をさせていただければと思います。 

 ページで言うと15ページなのですが、コンプライアンスを浸透させるために小冊子を作

り、さらに経営陣のビデオをみんなで見て学ぶという姿勢はとてもいいと思います。2009

年のＪＡＬの再生のときに、京セラの稲盛さんがＪＡＬの社長になったときに、フィロソ

フィーを進めるときにも同じような手法を使ってかなり隅々の方々まで勉強会をして、上

から教えてもらうのではなくてこの小冊子を使って自分の意見を持つということを浸透さ

せてきたというのを聞いておりますので、今回も郵政グループの皆さんがこういうふうに

されるのはいいことだなと思っています。 

 その上で、15ページにある不正があったり、内部で不満があるから不正が出るのですよ

ね。この不正が、例えば１番は５番に依拠している可能性が大きいのではないかと思って

います。郵政グループの特にかんぽ生命のところは女性の従業員さんが多くいらっしゃっ

ていて、その方々は、ここに書いてあるような登用、昇格、報酬について不満があるので

はないかなと私は思っています。 

 一つは、こういう枠をつくっても、こういう不正が起きないようにするには一人一人の

自覚がとても重要なのですよ。となると、やはり女性のちゃんとした昇格、報酬を上げて
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いく、役員登用というところはとても重要なのですが、この辺の体制というのは今どのよ

うになっているのかをまず教えてください。 

○山内委員長 今のことについて、日本郵政グループからお願いしたいと思います。 

○関委員 グループからお願いします。今、御説明された方はコンプライアンス担当だと

思うので、それ以外の方が御発言いただいたほうがいいかもしれません。 

○木村執行役 かんぽ生命保険執行役の木村と申します。よろしくお願いいたします。 

 御質問ありがとうございます。女性の活躍の場ということで、当社の場合、役員のほう

も女性の活躍の場ということで登用はしてございますし、女性管理者であったり、女性の

役職者に対してミーティングのようなものを仕掛けて、女性の役員がおりまして、そのメ

ンバーがそういう場を何度か開催して、女性の活躍の場であったり、どういう課題がある

か、今先生がおっしゃられたようにどういう御不満があるかといったコミュニケーション

を図って、それを取りまとめて経営に上げるという仕掛けを一昨年度から開始していると

ころでございます。 

○関委員 私は政府のＳＤＧｓの委員をさせていただいているのですが、女性の役員、管

理職への一定程度のアファーマティブアクションというのが、特に郵政はある意味で公的

な部分でもありますので、この部分をやっていますではなくて、一定程度いつまでに何人

登用するのかみたいなことをやることによって、15ページにある登用、昇格、報酬が見え

ないからこそ不正に走るという可能性はすごく高いのですね。実際に人事をやっていると

そういうことがよくあります。努力すればちゃんと給料も上がるし、地位も上がっていく

とロールモデルをお見せいただくというのは、今回のように枠をつくるだけではなくて、

働いていて楽しい、もしくは生きがいがあるという意欲をつくれる人事制度と昇格制度と

いうのが、実は不正を防ぐのにとても重要だと思いますので、これについて再度郵政グル

ープのほうで女性の登用と報酬制度の見直しというのをしっかりやっていただきたいとい

うのが１つ目です。 

 ２つ目は、前から申し上げているのですが、コンサルタントの方々の所属が早くに生命

保険のほうに完全にちゃんと移行するということも、段階的にやっていただくことによっ

て、雇用は郵便局、実際の指揮命令はかんぽ生命というふうにクロスしているわけですよ。

いびつなクロス状態というのを早くに解消すること、指揮命令系統と雇用関係の明確なク

リアというのが必要ではないかと思います。これについてはいかがでしょうか。 

○木村執行役 かんぽ生命の木村でございます。御意見ありがとうございます。おっしゃ

るとおりでございます。 

 何度か御説明差し上げているかもしれませんけれども、昨年４月から新しいかんぽ営業

体制ということで、コンサルタントの皆様がこちらに出向という形でまずは来ていただき

ました。この４月に初めて御希望をお伺いした中で、当社に転籍していただけるという方

は、当然その御希望を優先しまして転籍ということで、ちょっと手元に御希望のあった方

が実際にどのぐらいであるというのがないので数字的なことは申し上げられませんけれど
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も、そのような形で段階的というところも、おっしゃるとおりなるべく私どもかんぽ生命

としては、４月からコンサルタントの皆様にも直接役員、部長が出向いていろいろなミー

ティング等を開いてございまして、その中でコンサルの皆さんにもぜひとも１年間過ごし

ていただいた中で、当社に来ていただきたいというお話であったりとか、あとは当社に来

ていただいた後の、先ほど先生がおっしゃったようなキャリアプランみたいなお話なども

差し上げながら浸透をさせていただいているような状況でございます。 

 直ちに皆様こちらにというスピードアップは図れてございませんけれども、当社として

はどうしてもコンサルの皆様に私どもと御一緒に働いていただきたいという気持ちを直接

伝えていきたい、そのような活動を続けてございます。 

○関委員 やっていますではなくて、やはり戦略というのはいつまで何をやるかを決める

ことなので、先ほどの女性登用と完全なちゃんとした一番のフロントランナーである営業

マンが自社の社員ではないというところのいびつな雇用環境を早くに解消されることをお

勧めいたします。 

 ３つ目が、ある意味で内部の通報というところが出てきているのですが、１％ぐらいあ

りますというのはいいことでもあるし、残念でもあるということになりますので、あまり

これを多用されないように、できるだけそういうことがないようにして、ただ、制度的に

は必要だと思うのですけれども、こういう問題は非常にデリケートで、相互監視体制にな

ってまたこれが行き過ぎると、非常に不信感のある職場になってしまいますので、うまく

管理職の方がコントロールされていかれるように、できるだけ風通しのよい職場づくりを

していただくということがとても重要ではないかなと思います。 

 それ以外のところでの外部の審査、モニタリングもしっかりされていて、十分にコンプ

ライアンス体制が整っているということが分かりましたので、とても安心いたしました。 

 さきの２点については、ぜひやりますではなくて、いつまでにちゃんと何をするのかと

いうのをどこかの段階で明言的に御説明いただけるといいかなと思いました。 

 以上です。 

○木村執行役 承知いたしました。ありがとうございました。 

○早川常務執行役 早川でございますが、御指摘ありがとうございます。 

 １点だけ補足させていただきますと、人事戦略に関するところに関しましては、中計の

人事戦略のところで女性の活躍の推進ということで、本社における女性管理者の比率を

2030年までに30％達成といった目標というのはうたっているところでございます。 

○関委員 2030年といっても急に30年に30％にはなりませんので、毎年何％いくのかとい

うのを教えてもらえるといいですね。育っていないとは言わないでくださいね。ポジショ

ンを出せば人は育つのですから。ポジションに当てる人がいないということは、ＳＤＧｓ

的に言うとあり得ない回答なのですね。なので、30年までだとすればあと６年ぐらいです

けれども、毎年どのぐらい上げていくのかというのをお示しください。 
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○早川常務執行役 私のほうではお答えがちょっと難しいので、全体の目標だけお伝えし

ましたが、御指摘につきましては賜りましたので、引き続き御指導をよろしくお願い申し

上げます。ありがとうございます。 

○山内委員長 そのほかに御発言の御希望はありますか。 

 青野委員、どうぞ。 

○青野委員 青野です。御説明ありがとうございました。 

 御説明いただいて、まだ私も把握し切れていないところがあるのですけれども、基本的

な理解としましては、このグループコンダクト統括室を設置しまして、ここに情報を集め

て経営幹部のところに報告をしていくというのが一つの流れとしてあると理解しました。 

 質問は、このグループコンダクト統括室の権限と規模についてです。例えば12ページで

は、経営幹部に報告とあるのですけれども、報告したけれども経営幹部が動かないという

こともあると思うのですね。どこまでの権限を持っているのか、報告までが権限なのか、

その後の経営幹部の対応がもし至らなかったときに、それをさらにエスカレーションして

いくような仕組みがあるのかという権限についてが一つ。 

 もう一つは、グループコンダクト統括室自体がどれぐらいの規模で、どういった人たち

がそこに所属しているのかというのが質問になります。 

○早川常務執行役 御質問ありがとうございます。早川からお答え申し上げます。 

 権限といたしましては、主に事業子会社からミスコンダクト事象等をレポーティングい

ただくということで、経営幹部の中には当然私も入っておりますし、社長も含まれており

ます。したがいまして、報告のみならず、この後きちんと対応する体制が整備されている

かどうかという点も含めまして、グループコンダクト統括室のほうではきちんと主体的に

事業子会社に対して経営幹部の指示を伝えるのみならず、対応に関しましてはフォローア

ップをしているというところでございます。 

 そこのフォローアップに関しまして、仮に不十分な事態がある場合は、私がグループＣ

ＣＯも兼務しておりますけれども担当でございますので、直接グループの所管部の役員に

対してきちんと対応を要請するということも当然行うということでございまして、実効性

は担保されていると考えております。 

 規模でございますが、今のところ10名弱というところでございまして、金融機関の出身

者でありますとか、弁護士、あとは、これは各事業会社の実情を把握している必要がござ

いますので、日本郵政グループのプロパーの社員といった様々なバックグラウンドを持っ

た人間でリスク感度を共有しながら、特に昨今の様々な当社を取り巻く情勢も把握しなが

ら対応しているところでございまして、他社事例などに関しましても、グループコンダク

ト統括室がどういう対応をしたのか、「ＪＰ行動宣言」に沿った対応であるとか、沿って

いない対応であるといったものも事例ベースで定期的に情報発信するといったことも行っ

ているというところでございます。 

○青野委員 御説明ありがとうございました。 
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 もう一点御質問させていただきたいのですけれども、17ページになります。このグルー

プコンダクト統括室とは別にグループコンプライアンス戦略室を新設したと。こちらは役

割が違いまして、受け身というよりは攻めと書いておられますけれども、潜在リスクを把

握しに行って早めに対策を打っていこうということで理解しました。この認識が合ってい

るのかということと、あとは、こことグループコンダクト統括室の位置づけについて、ど

のような役割分担、もしくはどのような連携をされているのかということを質問させてい

ただければと思います。 

○早川常務執行役 ありがとうございます。 

 役割に関しましては、御理解のとおりでございまして、これまではどちらかというと、

不適正募集問題発生以降、お客様に御迷惑をおかけするコンプライアンス違反の事案を把

握し、対応していくというのがグループのコンプライアンスにおける重要な役割だったわ

けでございますが、22年度以降、先ほどの「ＪＰ行動宣言」を策定した背景でもございま

すけれども、グループのコンプライアンス推進を通じまして、企業価値への貢献にきちん

とつなげていく、さらにはフロントラインの社員においては、社員がきちんと生き生きと

やりがいと誇りを持って仕事に取り組むことができる環境をコンプライアンスの観点から

整備するといったことに貢献していくという役割として取り組んでいく必要があるだろう

という認識の下に、2022年度下半期から、コンプライアンスの分野においてグループコン

プライアンス戦略室というものを設けまして、主にはグループの重要なコンプライアンス、

共通するコンプライアンスのリスクの管理の高度化を図るとともに、さらには先ほど申し

上げた観点からすると、これまでの様々な事案に対する再発防止策などが積み重なったこ

とによって、一部でルールのためのルールを遵守するのが非常に負担となっているという

社員の声も寄せられているところがございますので、コンプライアンスの観点からすると

受け身のコンプライアンスや「やらされ感」、過剰なコンプライアンスというのを解消し

ていって、社員がきちんと自発的にコンプライアンスに取り組むような環境を整備すると

いったことも一つのミッションとしてグループコンプライアンス戦略室というものを設け

ております。 

 ですので、グループコンダクトのほうは経営理念をきちんと浸透させていくといった活

動になりますが、これまでの当社のグループのコンプライアンスの問題に関しましては、

どちらかというと犯罪に該当するような事案も含めてコンプライアンスの重大なものが非

常に事案として多かった関係がございまして、企業経営理念の浸透というものに関しては、

ちょっとコンプライアンスから遠い関係にございましたので、コンプライアンス違反のリ

スク管理をきちんと高度化していくということと、コンプライアンス等の施策に関しまし

て、社員の負担感ややらされ感というのを解消していくというのがグループコンプライア

ンス戦略室のミッションでございまして、こうした取組をさらに社外に開示していくこと

で企業価値の向上に資するといったことが、グループコンプライアンス戦略室のミッショ

ンでございます。 
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 そこはグループコンダクト統括室の役割とは違うところがございますが、ただ、基本的

には社員が自発的にコンプライアンスも含めた経営理念の実現を一人一人が図っていくこ

とを、組織として行動の変容につなげていくという究極的な目的においては同様と考えて

おりまして、そういった意味で連携をしていくといったことが重要だと考えております。 

○青野委員 基本的にはそれぞれ別々で役割分担しながらパラレルで動いているという認

識でよろしいですか。 

○早川常務執行役 そのような認識でございます。 

○青野委員 分かりました。ありがとうございます。 

○山内委員長 そのほかはいかがですか。 

 佐藤委員、どうぞ御発言ください。 

○佐藤委員 御説明ありがとうございました。 

 まず、15ページの今後の取組のところで、企業カルチャーと括弧書きで書いてあると思

うのですが、この目指している企業カルチャーというのが、一言で言うとどんなものなの

かというのを教えていただきたいのが一点。 

 もう一点は、青野委員とちょっとかぶるのかもしれないですが、いろいろなお客様の声

であったり、社員の声を吸い上げて、その後に改善をどういうふうに対応したのかという

のをホームページに載せないまでも、全社員の方々にどのように対応したのかというのが

分からないと、せっかく声を上げてもどうせもみ消されるのではないかと思ってしまった

ら上がらないのではないかなと思いましたので、その辺はどうなるのかということ。 

 もう一点は、18ページですけれども、重大なコンプライアンス違反というのが真ん中ぐ

らいにありますが、配達すべき郵便物が配達されなかったとか、お客様の財産に被害を与

えた事件というのがあって、こういうものは減っているという話だったのですが、郵便物

の取扱い件数も減っているところだと思うので、比率を載せてもらいたいなと思ったのと、

こういうものはホームページに載せているのでしょうかという質問が一点。 

 たくさん質問があって申し訳ないですけれども、今後すごく重大なコンプライアンス違

反をしたことで非常に失ってしまった信頼を、収益につなげるために回復しなくてはなら

ないというところだと思うのですが、そのときにこれにどのくらいの予算をかけているの

かというのも知りたいなと思いました。 

 最後なのですけれども、この取り組みの最終目標は失った信頼を回復できたかどうかと

いうところだと思うので、それを定期的に何年間に一回か、１年に一回か分からないです

けれども、顧客に対して信頼回復できたかどうかというアンケート調査などをおこなって

はどうかと。こういう取組をしたときに社員全体のモチベーションにもなるし、要はこう

いう取組の成果を数字にして表されるといいなと思ったのですけれども、その点について

どうお考えだったのか教えていただきたいと思います。よろしくお願いします。 

○早川常務執行役 早川でございます。 
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 御質問いただいた点に関しまして、企業カルチャーに関しましては、先ほど資料の説明

でもございましたが、子会社に金融２社も含めておりますし、事業のセグメントも異なる

というところでございますので、一言でというのはなかなか難しいところでございますが、

先ほど申し上げたとおりコンプライアンス経営やグループコンダクトの実現という意味に

おいては、経営理念をきちんと一人一人が、あるいは組織として実行していくということ

で、ある意味先ほどの13ページの「ＪＰ行動宣言」の中の各フレーズの趣旨というところ

でございますけれども、グループ経営理念の３つを実現し、お客様や社会の期待に応える

ことができるような形できちんとお客様、社会のためにといったことを自発的に一人一人

の社員や役員が行動していくということでございまして、これらをきちんと行動していく

に当たって、もちろん中期経営計画で掲げておりますお客様と地域を支える共創プラット

フォームを目指してといったＪＰビジョン2025の精神に立ちながら経営理念を実行してい

くというのを各職場において自発的にきちんと実行ができるといったことが企業カルチャ

ーというものでございます。 

 先ほど申し上げたとおり、これまでの不適正募集問題においては、コミュニケーション、

あるいは業務遂行に当たって上意下達という形で自発性が弱いという部分など、積極的に

自発的に行動していく基準となるものが経営理念であるといったところがちょっと弱い側

面がございますというところで、ルールベースからプリンシプルということに関しまして

は、経営理念をきちんとそれぞれの持ち場において実践していくということが企業カルチ

ャーにつながり、その企業カルチャーの前提といたしましては、様々な改善提案などがで

きるということや、あるいは何か違和感や気づきがあったときに職場で声を上げることが

できるといったことが必要な構成要素ではないかなと考えております。さらには、ミスを

犯したときにそのミスを即座に上司に報告できるといったところも非常に重要な要素では

ないかなと考えております。 

 これがまず１点目でございまして、その他御質問いただいた点が様々ございますけれど

も、社員等から寄せられた声をどのように改善に活用しているかという点でございますが、

内部通報制度のみならず、社員の声に関しましては、様々なチャネルを通じて受け付けて

いるところでございまして、例えば社長直通御意見箱として、社長に対して意見をいただ

いた内容に関しましては、対応をしているものに関しましては、その対応状況に関しまし

てポータルサイトに掲載いたしているというものでございます。 

 内部通報制度に関しましても、内容が必ずしも調査等によって是正ができるものでなか

ったといたしましても、その内容に関しましては社員の声ということで、御本人の同意を

取って、社員の業務の改善や経営課題の発揮につながるような提言に関しましては外部専

門チームからも報告をいただいて、月次でそれを各社の社長を含め経営に御報告をしてい

るところでございます。こういった活動を通じまして、内部通報制度の周知に際してどう

いう声を改善に生かしたかという実績に関しましては、可能な限り通報者等が特定されな

い限度において、制度の改善につなげた事例としてはこういうものがありますということ
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を日本郵政の内部通報制度を所管しております内部通報制度管理室の周知活動において説

明しているところでございます。 

 他方で、多数の改善事例等がある中でそこが網羅し切れていない、あるいはその改善に

どのようにつながっているかが分かりづらいという社員のお声もいただいているところで

ございますので、この辺りに関しましては、できるだけ声を寄せていただいた内容をきち

んと改善に生かしていくといったプロセスが社員にも見える形にしていくことで、さらな

る声を上げていただくことに結びつけていきたいと考えております。 

 あと、お客様からの御評価に関しましては、所管部である各社のＣＳ部門においてＮＰ

Ｓなどの数値を取っているということだと思ってございまして、そういったＮＰＳのスコ

ア自体も今後、御指摘のとおりモニタリングの対象としてきちんと対応していくことが必

要だと考えております。 

 御指摘を賜りました予算のところに関しましては、金額面も含めて把握してございませ

んので、今御回答できず、申し訳ございません。 

 御説明漏れ等がございましたら、さらに御質問いただければと思います。 

○佐藤委員 あともう一件は、ユーザーに対するアンケートなどの信頼回復ができている

のかどうかというのを定期的に吸い上げるような仕組みみたいなものは考えていらっしゃ

るのですかというものです。 

○早川常務執行役 こちらに関しましては、ＣＳ調査を定期的に行っていることで把握を

しているものと思いますが、今、数字等が手元にございませんので、詳細については御説

明できません。 

 あと、先ほど御質問いただきました配達すべき郵便物等を配達しなかった事案の中で、

郵便物の取扱いの通数との関連性というところを掲載してはいかがかという御指摘だった

かと思いますが、今のところ、配達すべき郵便物等を配達しなかった事案というのが、件

数としては社員数が30万から40万の間という中で、この郵便物の配達に関わっている社員

数も相当いるかと思うのですけれども、17件ということで、この相関関係を見てみたこと

はございませんが、いずれにしましても、御指摘の点に関しましては、相関関係等も含め

て検討させていただこうかなと思っております。 

 今のところ、その相関関係も含めてまだ見えない段階でございますので、御指摘を賜り

ましたので、その相関関係等を検討してまいりたいと考えております。 

 以上でございます。 

○山内委員長 佐藤委員、よろしいですか。 

○佐藤委員 顧客に関するアンケートに関しては、また何か機会があったら、改善できた

かどうかという推移みたいなものが見られたらいいなと思いました。 

 あともう一点、初めの質問の企業カルチャーについてなのですが、御説明されたことは

分かるのですけれども、私は、一言で言うような、例えばよく言われる「人の三井」とか、

「組織の三菱」という一言で企業カルチャーを表すようなキャッチフレーズみたいなもの
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があるとより浸透しやすいし、あとは新卒採用のときなども、あそこの会社はこういう会

社だからこういうところに入ろうと思ったりすると思うので、私はキャッチフレーズのよ

うな企業カルチャーをつくれたらいいのではないかなと思いました。 

 以上です。 

○早川常務執行役 ありがとうございます。 

 これは必ずしも企業カルチャーに関わるかどうかという部分でございますけれども、一

応今のところ「進化するぬくもり。」というものがございまして、こちらが当社グループ

のキャッチフレーズです。ＰＲ活動がメインでございますけれども、そういった形でのキ

ャッチフレーズというのがございます。 

○山内委員長 よろしいですかね。 

○関口委員長代理 関口でございます。 

 御説明をお伺いして、この259-2の資料は非常によく練られた資料だと感じました。 

 ただ、これが実際にフロント社員、末端の方たちにまでどのように浸透していくかが実

は大切で、そこを怠ると、仏作って魂入れずという形だけのものになりかねないという点

では、先ほどから早川常務のおっしゃるように、いかに下の方たちに浸透していくかとい

うのは非常に大きな課題だと思っております。 

 フロント社員が具体的に郵便や保険商品を届けたり、販売したりというときの行動指針

までこういった経営理念の実現、あるいは「ＪＰ行動宣言」のようなことが浸透していく

かどうかということが具体的につながってこないといけないと思うのですね。 

 その点では、若干気になる記事が最近２点ほどあって、これは２月の記事ですから前に

も申し上げたかもしれませんが、2023年度のかんぽ生命の契約目標が90万件という実績の

３倍だと。目標達成率は３割強がやっとなのに、それを100％まで持っていくという目標は

過大なのではないかという新聞報道がありました。 

 これを見ていると、具体的に個々の従業員に対して何を求めるかといったときに、不正

の発覚前の５割強とは言いながらも、現状から見るとこの３倍という目標が過度な期待に

ならないのかどうか、自発的なフロント社員にふさわしい目標になっているかどうかとい

う点で、実績を全く見ないのはいかがなものかという気がいたしておりますので、経営理

念が下に到達する前に途切れていないかどうかというのはやや心配なところでございます。 

 もう一点は、３月14日に札幌地裁で判決があり、日本郵便の懲戒解雇処分が無効である

という訴えで、御社が負けたわけですね。この判決の中では、原告は日本郵便の定める手

続どおりに顧客に意向確認を行ったし、解約処分が生じることも理解してもらっていると

いうことが認められて、違反行為はなかったのだという認定がありました。原告代理人の

弁護士が、日本郵便が社会的な批判をかわすために行ったのではないのかという非常に厳

しいコメントをされています。この地裁の判決を受けて、最高裁まで上告はずっと続けて

いくのでしょうから、直接のコメントは頂戴できないかもしれませんが、もし従業員が犯

していないような罪まで責任をなすりつけるようなことがあるとしたら、それは従業員を
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スケープボードにしたということになってしまう。ここは恐らく御社としては最大限これ

から反応しなければいけないところになると思います。 

 ただ、先ほど早川常務もおっしゃったように、フロント社員がやりがいと誇りを持って

働けるようにという環境造りの中では、このような意見の齟齬というのですかね、俺はや

っていないのに処分を受けてしまったということというのはあまりハッピーな話ではない

と思いますし、こういったことが今後二度と起きないようにという改善体制は十分おつく

りになっていると思いますが、改めてこの点についてはコメントを頂戴できれば幸いでご

ざいます。 

 以上です。 

○早川常務執行役 ありがとうございます。 

 個別の訴訟等に関してはコメントを差し控えさせていただきますが、目標の点も含めて

ですが、社員の会社に対する信頼がまだ十分回復できていないという点に関しましては、

御指摘の点は当然あろうかと思います。 

 それの回復に向けて、各社において社長が自ら社員とダイレクトにトークをするような

セッションを設けたり、様々な工夫をしているところではございますが、組織が非常に大

きい、社員数も大きい中で、その取組実態、経営の意向も含めて社員のことをきちんと守

って、その活躍を後押しするといった点が、先ほど申し上げました社員が誇りを持って安

心・安全に業務に取り組むことができるような環境をきちんと整えるといったことを、少

なくともコンプライアンスの側面においてはきちんと後押ししているということがきちん

と社員に伝わるような形でのコミュニケーションないし、今考えてございますのは、社員

からの改善提案に関しましては、私も含めてですけれども、直接フロントラインの社員か

ら意見を聞きまして、改善のためとか、あるいはヒントは常に現場にございますので、現

場からいただいた貴重な意見、改善提案をどれだけ速やかに社員の目に見える形で環境の

改善に向けて動いていくことができるかという点が重要だと考えております。コンプライ

アンスの側面においても、そのような改善の提案等がございましたら、きちんとそれを能

動的に我々から社員からの改善提案の意見等を聞いて、これを社員の目に見える形できち

んと実行していくことによって信頼の回復を図ってまいりたいと考えております。 

 その他のコンプライアンス以外の分野でも、当然そこのところについては努めていると

ころでございますが、今、御指摘いただいた点を踏まえますと、まだまだ課題はあるかな

と考えていますので、社員からの信頼というものも、お客様からの信頼と並んで重要なこ

と認識してございまして、今後の取組に生かしてまいりたいと考えております。 

○関口委員長代理 ありがとうございます。期待しておりますので、ぜひ頑張ってくださ

い。よろしくお願いします。 

○山内委員長 ありがとうございました。 

 大体皆さんの御意見を伺いましたが、そのほかはありますか。よろしゅうございますか。 
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 かなりいろいろな御意見が出ましたので、日本郵政側としては御参考にしていただいて、

何人かの委員の方がいらっしゃいましたけれども、私もこの前申し上げたのだけれども、

どういうふうに成果を上げているかということはちゃんと明示をして、社員の方と共有す

ると、いい方向になるのではないかなと思いました。 

 ありがとうございました。 

 それでは、日本郵政の皆様、本日はどうもありがとうございました。 

 以上で本日の議題は終了ということでございますが、事務局から何かございますでしょ

うか。 

○牛山次長 事務局でございますけれども、次回の郵政民営化委員会の開催につきまして

は、別途御連絡をさせていただきます。 

○山内委員長 それでは、以上をもちまして、本日の「郵政民営化委員会」を閉会といた

します。 

 なお、後ほど、私から記者会見を行うこととしております。本日はどうもありがとうご

ざいました。 

以上 


